
A．研究目的

北陸ブロックにおいてもHIV感染者／AIDS患者

（感染者／患者）は増加しており、また感染者／患

者はブロック拠点病院（当院）に集中している（図

1）。このことは、感染者／患者が通院する利便性

においても、また診療拠点病院が診療経験を蓄積

し、臨床能力を向上させる上でも望ましいことでは

ない。この現状の解決を目指し、様々な活動を行っ

た。HIV抗体検査の実施体制も含め、当ブロックに

おける望ましい医療体制について考察し、提案する

ことを目的とした。

B．研究方法

① HIV/AIDS出前研修

拠点病院職員（一般病院や介護福祉施設などの職

員）のHIV感染症診療に関する知識の向上や理解を

図るために、施設の全職員を対象とした研修会を当

該施設において開催した。年度の初めに、拠点病院

をはじめ一般病院や介護福祉施設に対し研修要項を

配布し、出前研修の依頼を受け、研修を実施した。

研修終了直後に、後アンケートで研修の評価を受け

た。出前研修講師は、ブロック拠点病院のHIV診療

チームスタッフが担当した。

② 医療従事者向けHIV専門外来2日間研修

年度初めにそれぞれの拠点病院へ研修要項や依頼

用紙を配布し、各施設からの申し込みに応じて、

HIV診療に関わる拠点病院の職員をブロック拠点病

院の 2 日間研修に受け入れた。今年度は 3 回開催

し、1回に受け入れる研修人数は、5〜6人となるよ

うに調整した。専門外来2日間研修のコーディネー

トは、ブロック拠点病院のコーディネーターナース

が行い、研修講師はHIV診療チームスタッフが分担

して担当した。症例検討や診察室の見学などでは患

者の同意を得るとともに、個人情報の保護には十分

配慮した。

平成28年度　厚生労働行政推進調査事業費補助金（エイズ対策政策研究事業）

26

2007年に中核拠点病院の指定と医療体制の強化がはかられ、当ブロックにおいても

活動は定着し、中核拠点病院もその認識を強めて活動を展開しているが、各県の中核

拠点病院に、患者が集中する傾向が続いている。北陸ブロックでは、HIV感染症の診

療体制の整備を目的として、HIV/AIDS出前研修、HIV専門外来2日間研修、医療職

種別HIV/AIDS連絡・研修会、北陸HIV臨床談話会を中心として活動した。感染者の

早期診断を目的としたHIV検査体制の拡充、HIV陽性患者の高齢化に伴う介護・在宅

ケアの整備、透析施設の確保や歯科診療ネットワークの構築等が急務である。

研究要旨

北陸ブロックのHIV医療体制整備
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図1　患者数の動向 –北陸、当院、全国–
（H28.11.16エイズ動向委員会　患者・感染者報告数累計）



③ 医療職種別HIV/AIDS連絡・研修会

北陸3県でHIV診療に携わっている職員が、医療

職種ごとに研修会・連絡会を開催した。研修会の企

画、案内、運営はブロック拠点病院のそれぞれの担

当職員が HIV 事務室スタッフと協力しながら行っ

た。研修会は年に1〜2回の開催を目標とし、研修

会場はそれぞれの研修会参加者の要望に合わせた。

2つの職種が合同で研修会を開く場合もあった。

④ 北陸HIV臨床談話会

HIV診療や事業の従事者の情報交換の場の提供を

目的とし、ブロック拠点病院HIV事務室スタッフや

HIV 診療チームスタッフと当番会長（3 県持ち回

り）が企画・運営を担当し、ブロック拠点病院職員

や当番施設職員が運営協力にあたった。職種や地域

性を考慮し、談話会世話人（合計41人）を選出し、

世話人会で内容や方針を検討した。今後も年1回の

開催とした。

⑤ アンケート調査やエイズ動向委員会報告などから

北陸ブロックの現状を分析し課題を提案する

北陸3県のすべての拠点病院（14施設）とHIV診

療協力病院（3施設）へ年1回（毎年9月頃）アンケ

ートを郵送し、そのアンケート結果により現状を把

握し、改善のための課題を提案した。具体的な課題

の提案は、拠点病院等連絡会議、前述の各種連絡・

研修会や北陸HIV臨床談話会などを通じて、ブロッ

ク内の関係者に周知した。また、アンケート結果は

小冊子にまとめて、関係医療施設や行政などに配布

した。

（倫理面への配慮）

ブロック拠点病院で実地研修をする場合には、患

者の同意を得るとともに、氏名など個人情報の漏え

いがないよう細心の注意を払った。また、各種研修

会で用いた資料にも患者個人が特定されないよう十

分に配慮した。

C．研究結果

① HIV/AIDS出前研修

平成28年度のHIV/AIDS出張研修の状況を、表1

に示す。今年度は一般病院6施設、介護福祉施設6

施設に対し出前研修を実施し、合計874名の参加が

あった。主な研修内容は表1に示した通りである。

派遣したスタッフは依頼元の要望に合わせた。表2

に、平成15年度からの出前研修の状況を年度別に

示す。14年間で延べ102施設に出前研修を実施し、

8,759名の参加を得た。研修前アンケートは、14年

間に21,424名より回答が得られ、研修後アンケート

の自由記載欄には、研修への関心や意欲が高まった

とのコメントが多くみられた。平成15年度から研修

を行っているが、近年は年間10施設前後に研修を行

い数百名の参加を得ている。スケジュールが依頼施

設の希望と合わない場合には、翌年に実施できるよ

うに調整した。14年間で複数回出前研修を実施した

施設もあり、そのような場合には内容の重なりや繰

り返しを避けるために、当該施設からも発表してい

ただくなどの工夫をした。介護福祉施設からの依頼

は平成24年度から実施している在宅医療・介護の環

境整備事業実施研修への受講にもつながっている。

② 医療従事者向けHIV専門外来2日間研修

平成28年度は、医療従事者向けHIV専門外来2日

間研修を3回（9月、10月、11月）実施した。研修

内容は、専門外来の診察見学、HIV診療に関連する

検査室や病棟の陰圧個室などの施設見学、講義や討

論（医療体制、HIVチーム医療、HIV感染症の基礎
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表1　HIV/AIDS出前研修（平成28年）

表2　HIV/AIDS出前研修の年次別状況
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知識、ARTと服薬支援、感染防御とスタンダードプ

リコーション、HIV感染者の看護、口腔ケア、栄養

学的サポート、カウンセリング、社会資源の活用、

NGOとの連携など）を行った（表3）。研修終了後

には、受講者それぞれが目標達成度の評価を行い、

今後の課題を検討した。表4に、HIV専門外来2日

間研修の年度別実績を示す。年度別に、回数や参加

人数に増減はあるが、毎年研修依頼があり調整の上

実施している。平成28年度は1回の研修につき受講

者を5〜6名受け入れた。14年間で50回の研修会を

行い、延べ84施設から152人の受講者を受け入れた。

③ 医療職種別HIV/AIDS連絡・研修会

当 ブ ロ ッ ク で は 、 平 成 9 年 よ り 医 療 職 種 別

HIV/AIDS連絡・研修会を定例化し、拠点病院や一般

協力病院との連携を深めている。平成28年度の職種

ごとの連絡・研修会の一覧を表5に示す。平成28年

度は10回（7職種）の連絡・研修会を開催した。そ

れぞれの連絡・研修会では、外部から特別講師を招

き、幅広く情報を集めた。

④ 北陸HIV臨床談話会

平成28年度北陸HIV臨床談話会は、8月6日に富

山県立中央病院（富山県中核拠点病院）において開

催し、87人の参加を得た。日和見合併症に関する症

例報告が2例、地域連携・療養支援についての症例

報告が2題、HIV/HCV重複感染についての報告が1

題、曝露後予防対策についての報告が1題、老後の

不安に関する調査報告が1題あり、計7演題につい

て討論した。また、ブロック拠点病院からは「北陸

ブロックのHIV/AIDSの現状と課題」を報告し、富

山県立中央病院泌尿器科医長の川口昌平先生に「男

性におけるパピローマウイルス（HPV）感染症につ

いて」と題した特別講演をしていただいた。

⑤ アンケート調査結果やエイズ動向委員会報告など

から得られる北陸ブロックの現状と課題

北陸ブロックでのHIV診療の実情を把握するため

に、毎年9月に全ての拠点病院と協力病院にアンケ

ート調査を実施しており、その結果を示す。図 2

に、施設あたりの診療患者数（横軸）別にみた医療

施設数（縦軸）について平成26年から平成28年の

3 年分の状況を示す。北陸で診療を受けている

HIV/AIDS患者は、この調査でほぼ全員把握されて

いると思われるが、中核拠点病院など積極的に診療

を行っている施設と定期受診者が無いまたは極わず

かの施設の二極化が示唆される。図3に、北陸ブロ

ックにおいて現在診療を受けている患者数を、感染

経路別に示す。近年同性間感染が半数以上を占めて

いる。図4は平成16年度からのHIV感染者における

死 亡 患 者 数 と 死 因 を 示 す 。 平 成 25 年 度 以 降 、

HIV/AIDS関連の悪性腫瘍や日和見感染による死亡

例は1例のみで、心血管疾患や肝不全等の併発疾患

による死亡が大多数を占めている。

図5に、北陸3県における保健所等でのHIV抗体

検査件数の推移を示す。少し前まで増加傾向にあっ
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表3　HIV/AIDS専門外来2日間研修（平成28年）

表5　医療職種別HIV/AIDS連絡・研修会（平成28年）

表4　HIV専門外来2日間研修の年次別状況

HIV 44 6 2 5

30

30

90

13

35

46

7 2 6

HIV/AIDS 25 8 6

24 9 1 3

8 11 25

1 2 0

1 2 1

2 5

2 1 4

2 1 9
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図2　診療患者数別にみた施設数

図4　HIV感染者の死亡者数と死因の年次推移

図3　北陸3県のHIV/AIDS患者数年次推移（感染経路別）

たHIV検査件数は、3県とも平成20年をピークに減

少し、特に平成26年以降はその程度が著しい。

図6に、北陸ブロックで診療を受けているHIV感

染者の人数、抗HIV薬治療（ART）を受けている人

数とその割合を示す。ART を受けている人の割合

は、58.3％（平成18年）から95.2％（平成28年）へ

と大きく増加している。表 6 に、北陸ブロックで

ART を受けている 216 名の薬剤の組み合わせを示

す。合計25通りの組み合わせが報告されたが、そ

のうちの153人（70.8％）ではインテグラーゼ阻害

薬をキードラックとされていた。

詳しくは別紙の北陸ブロック内のHIV診療の現況

を参照されたい。

図5　保健所等におけるHIV抗体検査件数の推移（北陸）

図6　抗HIV治療（ART）中の患者数の推移

表6　北陸での抗HIV薬の組み合わせ（H28）
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D．考察

① HIV/AIDS出前研修は平成28年度は12回実施

したが（表1）、毎年5〜10件程度の研修依頼が来

ている（表2）。介護福祉施設からの依頼は、平成

28年は6件に増加した。出前研修が平成24年度から

始まった在宅医療・介護の環境整備事業実地研修の

受講のきっかけとなり、在宅医療・介護者との連携

につながったと考えられた。今後はチーム派遣事業

へもつなげて行くため継続予定である。出前研修前

アンケートの実施により、研修依頼施設職員の

HIV/AIDSに関する知識・認識や、HIV診療への関

心・意欲を知ることができ、それらを研修内容に反

映させた。また、アンケートの実施によって、施設

職員個人の研修参加意欲にもつながったと考えられ

る。研修を依頼した施設全体のHIV診療への認識や

意欲の向上、またチーム医療の充実のために出前研

修を継続してきたが、中核拠点病院体制が定着した

現在、中核拠点病院から周辺の拠点病院や一般医

療・福祉施設などへの出前研修実践に向けての支援

が求められる。ブロック拠点病院として、今までの

経験から得られた情報などを提供して、中核拠点病

院活動を支援を継続したい。

②HIV専門外来2日間研修は、平成15年に看護教

育2日間研修として始められ、平成19年からすべて

の医療従事者向けに広めた。その目的は、診療経験

のない（あるいは少ない）拠点病院の職員に、実際

の現場を見てプライバシーの保護に留意した一般の

診療であることを体感し、HIV/AIDSに関係する事

柄の理解や認識を深め、受講者や指導者らが交流す

ることによりその後の診療連携につなげていくこと

である。14年間の活動で、152名の受講者を受け入

れ、ブロック拠点病院との診療連携につながった事

例もある。拠点病院間の連携や拠点病院と一般医療

施設との連携の可能性も含め、今後もそれらの輪が

広がるよう期待している。専門外来2日間研修を依

頼する拠点病院の数や参加人数は、毎年大きな変化

はなく（表4）、一定の評価と需要があるものと判

断している。今後も研修終了後の評価や提案を検討

し、内容や方法を充実させ、状況や需要に応じて継

続する予定である。平成 24 年度から始まった HIV

感染者・エイズ患者の在宅医療・介護の環境整備事

業実地研修には、平成28年度は6施設から各1名の

参加があった。当ブロックでも介護保険を利用して

いる患者は増加傾向にあり、今後の患者の高齢化を

考慮すると、介護職員への情報提供は必須である。

在宅医療・介護の環境整備事業の実地研修も継続

し、これまでの経験や提案を生かしていきたい。

③ 医療職種別HIV/AIDS連絡・研修会は、それぞ

れの医療職種において原則毎年開催しており、当ブ

ロックにおいては図7に示すように、HIV診療の医

療体制を整備するために重要である。特にカウンセ

リング研修会は各県において開催されるようにな

り、それぞれの中核拠点病院としての活動へつなが

っている。ブロック拠点病院として、中核拠点病院

活動への支援を継続している。他の職種において

も、カウンセリング研修会のように中核拠点病院と

しての活動に発展していくように、その支援もして

いく予定である。職種ごとに状況や課題は異なって

いるので、それぞれの受講者のニーズにあった連

絡・研修会となるように、ブロック拠点病院として

も検討を重ねていきたい。

④ 北陸HIV臨床談話会は、HIV医療やHIV対策

事業に関わる人や患者などが、情報を交換し共有す

る場である。平成13年度に会として立ち上げ、年2

回開催していたが、平成21年度からは年1回、3県

の中核拠点病院の持ち回り開催とした。平成28年

度は、地域連携・療養支援、症例検討や合併する

HCV感染症治療、予後に関する患者の不安調査等

の発表があり、各施設の活発な活動内容を知ること

ができた。「男性におけるパピローマウイルス

（HPV）感染症について」と題して、川口昌平先生

（富山県立中央病院泌尿器科）の講演があり、HIV

以外の性感染症の問題について考える上で、大変参

考になった。この北陸HIV臨床談話会は、職種や施

設を超えた情報の共有や活動の連携のために重要な

会と位置付けている。地域性や職種を考慮した世話

人らと、会の在り方や内容について話し合いなが
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図7　医療体制整備のための主な活動（北陸）



ら、今後もその充実に努めていく。

⑤ アンケート調査とエイズ動向委員会報告から

見えてくる北陸ブロックの現状と課題については、

エイズ動向委員会から報告される患者数の増加と同

様に、北陸ブロック全体やあるいは当院で診療を受

けている患者数も増えており（図1）、特にMSMの

患者数増加が著明になっている（図3）。他ブロッ

クと同様、北陸においても、MSMへのHIV感染予

防介入の重要性は増している。患者がブロック拠点

病院に集中する傾向は変わらないが（図1）、近年

では富山県、福井県の中核拠点病院にも集まりつつ

ある（図2）。中核拠点病院に診療経験が蓄積され

ることは望ましいが、中核拠点病院の政策的活動を

も考えれば、さらなる人的・経済的支援が必要と思

われる。北陸ブロックでのHIV関連死亡例は、患者

総数を考慮すればその割合は少なくない（図4）。

しかし日和見感染症の早期診断やコントロールに習

熟すること、またエイズ発症前にHIV感染を診断す

る検査体制の整備や、市民へのHIV検査受検に向け

た啓発がまだまだ重要である。新しいHIV治療ガイ

ドラインで、ART開始の時期が早められていること

を受け、ARTを受けている患者数も、またその割合

も90％以上に増加してきている（図6）。今後も患

者の服薬を支え、治療成績を向上させ、薬剤耐性

HIVの出現を防止していくことが重要である。ブロ

ック拠点病院としては、新しく承認された薬剤など

の情報も、研修会等を通してブロック内へ周知して

いく必要がある。エイズ動向委員会報告によると、

北陸ブロックにおいても全国の傾向と同様に、平成

21年以降、保健所等での自発的HIV検査件数は落ち

込んでいる。自発的検査件数の減少は「いきなりエ

イズ」比率の増加や、日和見感染症死など不幸な事

例の増加につながる可能性もあり、保健所や自治体

としても十分留意する必要がある。

E．結論

北陸ブロックでは、中核拠点病院の機能が徐々に

発揮されることにより、ブロック拠点病院への患者

集中の緩和や、各中核拠点病院での経験の蓄積につ

ながってきている。ただし、一部の拠点病院をのぞ

いて、治療経験の少ない拠点病院が未だに多く存在

することも事実である。新しい医療体制において多

くの成果を得るためには、中核拠点病院は意識の向

上に努め、それぞれの自治体（県）やブロック拠点

病院は、連携を保ちながら中核拠点病院への支援を

強化する必要があるとともに、さらにそれらを各拠

点病院へ広げていくことが重要である。また長期療

養・在宅ケアの整備、歯科医師のネットワークやこ

れから増加していくと考えられる透析患者の受け入

れ体制の整備も必要である。保健所等での自発的

HIV検査件数が減少し始めた現在、発症前診断につ

ながるHIV検査体制の再検討が必要である。また、

平成26年には1例の自殺による死亡例があった。カ

ウンセリング等による患者へのサポートがより重要

になっている。患者の高齢化だけでなく、医療従事

者の高齢化も無視できず、後継者育成の努力を早期

に始めていく必要がある。
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